



























判決として、①最判平成 5 年 9 月10日民集47巻 7 号4955頁（以下「平成 5
年判決」という）、②最判平成 7 年11月 9 日集民177号125頁・判時1551号
64頁（以下「平成 7 年判決」という）、③最判平成11年10月26日集民194号
907頁・判時1695号63頁（以下「平成11年判決」という）、④最判平成27年

















































































































　現行の都市計画法上、「開発許可」とは、同法29条 1 項および 2 項に定
める都道府県知事等
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れるものである（都計法 7 条 1 項）。都市計画区域の指定の権限、区域区
分に関する都市計画の決定権限は、都道府県が有する（ 5条 1項・ 2項、




区域と市街化調整区域との区分を定めることができる（ 7 条 1 項本文）。
区域区分を定めるか否かは、原則として、都道府県の判断に委ねられてい
る。ただし、①◯ⅰ首都圏整備法 2 条 3 項の既成市街地または同条 4項の近
郊整備地帯、◯ⅱ近畿圏整備法 2 条 3 項の既成都市区域または同条 4項の近
郊整備区域、◯ⅲ中部圏開発整備法 2 条 3 項の都市整備区域の全部または一
部を含む都市計画区域（ 7 条 1 項 1 号）、②地方自治法252条の19第 1 項の
指定都市の区域の全部または一部を含む都市計画区域（指定都市の区域の
一部を含む都市計画区域にあっては、その区域内の人口が50万未満である
ものを除く）（ 7 条 1 項 2 号、都市計画法施行令 3 条）については、区域































































は、右工事を行った者は、同法81条 1 項 1 号所定の『この法律に違反した
者』に該当するものというべきである。したがって、建築大臣［当時――
筆者］又は都道府県知事は、右のような工事を行った者に対して、同法81

































発許可の存在又は検査済証の交付は、法81条 1 項 1 号に基づく違反是正命
令を発する上で法的障害にはならない。」、「法に違反した者に対しては、











































































































建築確認を受けなければならない（建築基準法 6 条 1 項、 6 条の 2 第 1








しなければならず（建築基準法施行規則 1 条の 3第 1項 1号ロ（ 1）・表 2



















































項。都計法30条 1 項 1 号～ 5号）を変更しようとする場合においては、原






























































































法 6 条 1項）に該当する都市計画法の規定は、29条 1 項および 2項、35条






る書面に限定されている（都計則60条、建基則 1条の 3第 1項 1号ロ・表































1 　同法において、「建築物」とは、「建築基準法（……）第 2条第 1号に定める建築
物」をいい、「建築」とは、「同条第13号に定める建築」をいう（ 4 条10項）。建築
















等で、その規模が 1 ヘクタール以上のもの。同条 2項）が定められている。
3 　平成 5 年判決の評釈等として、荒秀・法教162号100頁、古城誠・平成 5年度重判
解60頁、見上崇洋・民商110巻 6 号1074頁、髙山浩平・平成 5 年行政関係判例解説
181頁、村田哲夫＝京極務・判自129号11頁、綿引真理子・最高裁時の判例Ⅰ公法編






6 　平成27年判決の評釈等として、島村健・民事判例Ⅻ118頁、同・民商152巻 2 号
183頁、山下竜一・法セ736号119頁、深澤龍一郎・法教430号131頁、楠井嘉行＝飯






















許可の事務を処理することとされた市町村の長（同法252条の17の 2 第 1 項参照）
にも、開発許可の権限は付与されている。また、調整地域に関する都市計画を定め
た市町村の長も、都道府県知事との協議により（町村の長にあっては都道府県知事
















































22　千葉地判平成 2 年 3 月26日行集41巻 3 号771頁（平成 5年判決の 1審判決）、藤島
補足意見参照。










度運用指針」（平成26年 8 月 1 日付け国都計67号国土交通省都市局長通知）では、
検査済証の交付は「行政手続法に規定する申請に対する処分に該当するものではな
［く］」、また、工事完了の届出は同法に規定する「届出」に該当するという解釈が










































































条 1 項 7 号後段）。
41　中川ほか編著・前掲書416頁も指摘するところである。
42　建築承認制度については、中川ほか編著・前掲書436～437頁参照。
